規則の変更を伴う場合
年　　月　　日
　　岐阜県知事　様
　　　　　　　　　　　　　（吸収法人）
所 在 地
宗教法人「　　　　　　　　
代表役員　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　（被吸収法人）
所 在 地
宗教法人「　　　　　　　　」
代表役員　　　　　　　　　　　　　　

宗教法人合併及び規則変更認証申請書

　宗教法人○○○と宗教法人△△△とを合併（宗教法人○○○が存続）したいので、宗教法人法第38条の規定により、下記関係書類を添えて合併及び宗教法人○○○の規則変更の認証を申請します。

記

Ⅰ　宗教法人　○○○
１　合併（法第34条）及び規則変更（法第35条）の決定について規則で定める手続を経たことを証する書類
　（１）責任役員会議事録（写）
　（２）包括宗教法人の承認書（写）
　　（３）その他の機関の同意書（写）
２　法第34条第１項の規定による公告をしたことを証する書類
　（１）公告証明書
　（２）公告文（写）
　（３）公告の写真
３　法第34条第２項の規定による手続を経たことを証する書類
　（１）証明書
　（２）財産目録
（３）貸借対照表（法第６条の規定による事業を行う場合）
４　法第34条第３項の規定による手続を経たことを証する書類
　（１）公告証明書
　（２）公告文（写）
　（３）公告の写真
　（４）証明書
５　合併理由書
６　合併契約書（写）
７　変更しようとする事項を示す書類
８　規則変更理由書
９　事業に関する書類（事業説明書）

Ⅱ　宗教法人　△△△
１　合併（法第34条）の決定について規則で定める手続を経たことを証する書類
　（１）責任役員会議事録（写）
　（２）包括宗教法人の承認書（写）
　　（３）その他の機関の同意書（写）
２　法第34条第１項の規定による公告をしたことを証する書類
　（１）公告証明書
　（２）公告文（写）
　（３）公告の写真
３　法第34条第２項の規定による手続を経たことを証する書類
　（１）証明書
　（２）財産目録
（３）貸借対照表（法第６条の規定による事業を行う場合）
４　法第34条第３項の規定による手続を経たことを証する書類
　（１）公告証明書
　（２）公告文（写）
　（３）公告の写真
　（４）証明書
５　合併理由書（Ⅰの５と同じため省略）
６　合併契約書（写）（Ⅰの６と同じため省略）


（※）代表役員名欄は記名で可（押印不要）。



（例１）
（変更しようとする事項を示す書類）

宗教法人「　　　　　　　　」の規則を次のとおり変更する。
	新
	旧

	第○条　・・・・・・・・・・。
　第○項　・・・・・・・・・・。

第○条の２　・・・・・・・・・・。

第○条　（削除）

第○条　・・・・・・・・・・。


第○条　・・、○○・・、○○・・。
　第○項　・・、○○・・。

附則
１　この規則の変更は、岐阜県知事の
　　認証書の交付を受けた日（　　年　　月　　日）から施行する。
２　・・・・・・・・・・。

	第○条　・・・・・・・・・・。




第○条　・・・・・・・・・・。

第○条
　第○項　・・・・・・・・・・。

第○条　・・、△△・・、・・・・。
　第○項　・・、○○△△・・。


（※）
・すべての条文を掲げる必要はなく、関係する条文のみで良い。
・役員の定数や任期を変更する場合は、経過措置として、附則にその任期等の定めを
設ける必要がある。













（例２）
（変更しようとする事項を示す書類）

宗教法人「　　　　　　　　　　」の規則を次のとおり変更する。

第○条中　第○項の次に次の1項を加える。
　　第○項　・・・・・・・・・・。

第○条の次に次の1条を加える。
　第○条の２　・・・・・・・・・・。

第○条を削る。

第○条中第○項を削る。

第○条第○項中、「○○○○」を「△△△△」に改め、「□□□□」の次に「××××」を加え、同条第○項中「◇◇」を削る。

附則
１　この規則の変更は、岐阜県知事の認証書の交付を受けた日（　　年　　月　　日）
　から施行する。
２　・・・・・・・・・・。

（※）
・すべての条文を掲げる必要はなく、関係する条文のみで良い。
・役員の定数や任期を変更する場合は、経過措置として、附則に、その任期等の定めを
設ける必要がある。













（吸収法人）
責任役員会議事録（写）

１　日　時　　年　　月　　日　　時　　分から　　時　　分

２　場　所　事務所（会議室）

３　出席者　代表役員
　　　　　　責任役員
　　　　　　責任役員

４　議　題　（１）宗教法人「○○○」が宗教法人「△△△」を吸収合併する件について
　　　　　　（２）合併契約（案）について
（３）規則の変更について

５　議事の経過及びその結果
　　　代表役員○○○○は選ばれて議長となり（注）、責任役員○名中○名の出席を確認し、開会を宣す。
　　　代表役員から各議題について説明があり、審議の結果、全会一致で可決した。

上記議事録の真実を証するため、出席者全員署名（又は記名押印）する。
　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 宗教法人　「　　　　　　　　　　　　」

代表役員　　　　　　　　

責任役員　　　　　　　　

責任役員　　　　　　　　

本書は、原本と相違ないことを証明します。

　　　年　　月　　日

　　　　宗教法人「　　　　　　　　　　」

　　　　代表役員　　　　　　　　　　　
（※）議長の選任について規則に定めがある場合は、規則に従って議長を選任した旨を記
載。


（被吸収法人）
責任役員会議事録（写）

１　日　時　　年　　月　　日　　時　　分から　　時　　分

２　場　所　事務所（会議室）

３　出席者　代表役員
　　　　　　責任役員
　　　　　　責任役員

４　議　題　（１）宗教法人「△△△」を宗教法人「○○○」に合併（宗教法人「○○○									」が存続）する件について
　　　　　　（２）合併契約（案）について

５　議事の経過及びその結果
　　　代表役員○○○○は選ばれて議長となり（注）、責任役員○名中○名の出席を確認し、開会を宣す。
　　　代表役員から各議題について説明があり、審議の結果、全会一致で可決した。

上記議事録の真実を証するため、出席者全員署名（又は記名押印）する。
　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 宗教法人「　　　　　　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表役員　　　　　　　　

責任役員　　　　　　　　

責任役員　　　　　　　

本書は、原本と相違ないことを証明します。

　　　年　　月　　日

　　　　宗教法人「　　　　　　　　　　」

　　　　代表役員　　　　　　　　　　　

（※）議長の選任について規則に定めがある場合は、規則に従って議長を選任した旨を記載。

責任役員であることの証明書

　次の者は、　　年　　月　　日現在において、宗教法人「　　　　　　　　　　」の責任役員であることを証明します。

　　年　　月　　日
　　　宗教法人「　　　　　　　　」
　　　代表役員　　　　　　　　　

住所
氏名

住所
氏名

住所
氏名























記入方法
	責任役員であることの証明書

　次の者は、　　年　　月　　日（責任役員会が開催された日）現在において、宗教法人「　　　　　　　　　　」の責任役員であることを証明します。

　　年　　月　　日（責任役員会が開催された日以降の日）
　　　宗教法人「　　　　　　　　」
　　　代表役員　　　　　　　　　←記名で可（押印不要）

住所　（住所氏名は、責任役員本人が自書する必要はなく記名で可）
氏名

住所
氏名

住所
氏名
























（吸収法人）

同　　　意　　　書

宗教法人「　　　　　　　　　　」が宗教法人「　　　　　　　　　　」と合併すること及び規則を変更することに同意します。


　　　　年　　月　　日

宗教法人「　　　　　　　　　　」

　　総代　　　　　　　　　　　　

　　総代　　　　　　　　　　　　

　　総代　　　　　　　　　　






上記は、原本と相違ないことを証明します。

　　　年　　月　　日

　　　　宗教法人「　　　　　　　　　　」
　　　　代表役員　　　　　　　　　　　




（※）氏名欄は署名又は記名押印すること（署名の場合は押印不要）。

（被吸収法人）

同　　　意　　　書

宗教法人「　　　　　　　　　　」が宗教法人「　　　　　　　　　　」と合併することに同意します。


　　　　年　　月　　日

宗教法人「　　　　　　　　　　」

　　総代　　　　　　　　　　　　

　　総代　　　　　　　　　　　　

　　総代　　　　　　　　　　






上記は、原本と相違ないことを証明します。

　　　年　　月　　日

　　　　宗教法人「　　　　　　　　　　」
　　　　代表役員　　　　　　　　　　　




（※）氏名欄は署名又は記名押印すること（署名の場合は押印不要）。


総代（信徒）であることの証明書

　次の者は、　　年　　月　　日現在において、宗教法人「　　　　　　　　　　」の総代（信徒）であることを証明します。

　　年　　月　　日
　　　宗教法人「　　　　　　　　」
　　　代表役員　　　　　　　　　

住所
氏名

住所
氏名

住所
氏名























記入方法
	総代（信徒）であることの証明書

　次の者は、　　年　　月　　日（総代会、信徒会等が開催された日）現在において、宗教法人「　　　　　　　　　　」の総代（信徒）責任役員であることを証明します。

　　年　　月　　日（総代会、信徒会等が開催された日以降の日）
　　　宗教法人「　　　　　　　　」
　　　代表役員　　　　　　　　　←記名で可（押印不要）

住所　（住所氏名は、総代（信徒）本人が自書する必要はなく記名で可）
氏名

住所
氏名

住所
氏名
























（吸収法人）
公告証明書

　宗教法人△△△を吸収合併するため、宗教法人法第34条第１項の規定により、下記のとおり公告しました。

記

１　公告の方法
　　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで　　日間、事務所の掲示場に掲示	（　　年　　月　　日発行の機関紙「　　」に掲載）した。

２　公告文　別紙のとおり

　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称　宗教法人「　　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代 表 役 員　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　上記の事実を確認したことを証明します。
　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　（信者等）氏　　　名　　　　　　　　　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　（信者等）氏　　　名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　

（※）
・公告の期間は、公告を掲載した日を含まず、その翌日から起算し、公告を取り外した日
を含まない。
例　4月1日から4月12日まで10日間掲示し・・・
・確認者は、信者その他利害関係人とし、2～3人が署名又は記名押印すること（署名の場合は押印不要）。
・本文については、適宜変更すること。
・公告証明書は合併する法人ごとに作成。


（吸収法人）
合併公告（写）

　当法人は、下記のとおり、○○県○○市○○町○○番地宗教法人「△△△」を吸収合併することになりましたので、宗教法人法第34条第１項の規定によって公告します。

　信者その他の利害関係人各位

　　年　　月　　日
所 在 地
宗教法人「　　　　　　　　　　」
代表役員　　　　　　　　　　　　　　　　

記

合併契約の案の要旨
１　宗教法人「○○○」は宗教法人「△△△」を吸収合併し、宗教法人「△△△」は解散	する。
２　宗教法人「○○○」の包括宗教法人は、現在のとおり宗教法人「□□□」とする。
３　宗教法人「△△△」の奉祀する本尊（主神）は、宗教法人「○○○」において奉祀す	る。
４　宗教法人「△△△」に所属する教師（信者、職員）は、宗教法人「○○○」の教師	（信者、職員）として移籍する。
５　宗教法人「△△△」の有する一切の権利義務は宗教法人「○○○」が承継する。


本書は、原本と相違ないことを証明します。

　　　年　　月　　日

　　　　宗教法人「　　　　　　　　　　」

　　　　代表役員　　　　　　　　　　　

（※）
・合併契約の案の要旨は、合併契約の案のうち信者その他の利害関係人に関係のある事項を箇条書きで簡潔に記載。
・代表役員名欄への押印は任意とする。


（被吸収法人）
公告証明書

　宗教法人○○○と合併するため、宗教法人法第34条第１項の規定により、下記のとおり公告しました。

記

１　公告の方法
　　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで　　日間、事務所の掲示場に掲示	（　　年　　月　　日発行の機関紙「　　」に掲載）した。

２　公告文　別紙のとおり

　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称　宗教法人「　　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代 表 役 員　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　上記の事実を確認したことを証明します。
　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　（信者等）氏　　　名　　　　　　　　　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　（信者等）氏　　　名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　

（※）
・公告の期間は、公告を掲載した日を含まず、その翌日から起算し、公告を取り外した日
を含まない。
例　4月1日から4月12日まで10日間掲示し・・・
・確認者は、信者その他利害関係人とし、2～3人が署名又は記名押印すること（署名の場合は押印不要）。
・本文については、適宜変更すること。
・公告証明書は合併する法人ごとに作成。


（被吸収法人）
合併公告（写）

　当法人は、下記のとおり、○○県○○市○○町○○番地宗教法人「○○○」と合併し、解散することになりましたので、宗教法人法第34条第１項の規定によって公告します。

　信者その他の利害関係人各位

　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
所 在 地
宗教法人「　　　　　　　　　　」
代表役員　　　　　　　　　　　　　　　　

記

合併契約の案の要旨
１　宗教法人「○○○」は宗教法人「△△△」を吸収合併し、宗教法人「△△△」は解散	する。
２　宗教法人「○○○」の包括宗教法人は、現在のとおり宗教法人「□□□」とする。
３　宗教法人「△△△」の奉祀する本尊（主神）は、宗教法人「○○○」において奉祀す	る。
４　宗教法人「△△△」に所属する教師（信者、職員）は、宗教法人「○○○」の教師	（信者、職員）として、移籍する。
５　宗教法人「△△△」の有する一切の権利義務は宗教法人「○○○」が承継する。


本書は、原本と相違ないことを証明します。

　　　年　　月　　日

　　　　宗教法人「　　　　　　　　　　」

　　　　代表役員　　　　　　　　　　　

（※）
・合併契約の案の要旨は、合併契約の案のうち信者その他の利害関係人に関係のある事項を箇条書きで簡潔に記載。
・代表役員名欄への押印は任意とする。


（吸収法人）財産目録作成等の証明書
証明書

宗教法人「△△△」を吸収合併するため、宗教法人法第34条第２項の規定により、　　
月　　日、別紙のとおり、財産目録を作成しました。
なお、当法人は、同法第６条に規定する事業を行っていません。（行っている場合は削除）

　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宗教法人 「　　　　　　　　      」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表役員　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　上記の事実を確認したことを証明します。
　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　（信者等）氏　　　名　　　　　　　　　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　（信者等）氏　　　名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

（※）
・本文「なお」以降は、必要に応じ削除すること。
・確認者は、信者その他利害関係人とし、2～3人が署名又は記名押印すること（署名の場合は押印不要）。


（被吸収法人）財産目録作成等の証明書
証明書

宗教法人「○○○」と合併するため、宗教法人法第34条第２項の規定により、　　月　　日、別紙のとおり、財産目録を作成しました。

　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宗教法人「　　　　　　　　        」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表役員　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　上記の事実を確認したことを証明します。
　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　（信者等）氏　　　名　　　　　　　　　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　（信者等）氏　　　名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



（※）
・本文「なお」以降は、必要に応じ削除すること。
・確認者は、信者その他利害関係人とし、2～3人が署名又は記名押印すること（署名
の場合は押印不要）。


財産目録（例）

宗教法人○○○財産目録

年　　月　　日現在
（信者への公告から2週間以内の日付↑）

単位：円
	資　産
	負　債

	区分及び種類
	数　量
	評価額
	区分及び種類
	金　額

	特別財産
	
	613,000
	負　債
	12,930,000

	宝物
什物
	3
10
	453,000
160,000
	借入金
長期借入金
短期借入金
引当金
未払金
	6,000,000
5,000,000
1,000,000
600,000
6,330,000

	基本財産
	
	6,900,000
	
	

	土地
建物
定期預金
有価証券
	9,300㎡
	1,500,000
3,400,000
1,500,000
500,000
	
	

	普通財産
	
	11,360,000
	
	

	土地
建物
車両等
什器備品
図書
有価証券
預貯金
現金
	
	5,000,000
3,000,000
1,000,000
300,000
300,000
200,000
800,000
760,000
	
	

	その他
	
	550,000
	
	

	貸付金
前払金
	
	500,000
50,000
	負債合計
	12,930,000

	
	
	
	差引(資産-負債)
	

	資産合計
	
	159,423,000
	正味財産
	146,493,000



（注）法34条第１項の公告をした日から２週間以内の日付現在で作成。
被吸収法人△△△についても同様に作成。




（吸収法人）債権者に対する公告証明書

公告証明書

　宗教法人△△△を吸収合併するため、宗教法人法第34条第３項の規定により、下記のとおり公告しました。

記

１　公告の方法
　　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで　　日間、事務所の掲示場に掲示	（　　年　　月　　日発行の機関紙「　　」に掲載）した。

２　公告文　別紙のとおり

　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宗教法人「　　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表役員　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　上記の事実を確認したことを証明します。
　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名　　　　　　　　　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（※）
・公告の期間は、公告を掲載した日を含まず、その翌日から起算し、公告を取り外した日
を含まない。
例　4月1日から4月12日まで10日間掲示し・・・
・確認者は、信者その他利害関係人とし、2～3人が署名又は記名押印（署名の場合は押印不要）すること。
・本文については、適宜変更すること。
・公告証明書は合併する法人ごとに作成。

（吸収法人）債権者に対する合併公告文

合併公告

当法人は、△△県△△市△△町△△番地宗教法人「△△△」を吸収合併することになりました。
これについて異議がある債権者は、　　年　　月　　日までに、その旨申し述べてください。
宗教法人法第34条第３項の規定によって公告します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称　宗教法人「　　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表役員　　　　　　　　　　　　　 

債権者各位





本書は、原本と相違ないことを証明します。

　　　年　　月　　日

　　　　宗教法人「　　　　　　　　　　」

　　　　代表役員　　　　　　　　　　　





（※）代表役員名欄への押印は任意とする。






（被吸収法人）債権者に対する公告証明書

公告証明書

　宗教法人○○○と合併するため、宗教法人法第34条第３項の規定により、下記のとおり公告しました。

記

１　公告の方法
　　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで　　日間、事務所の掲示場に掲示	（　　年　　月　　日発行の機関紙「　　」に掲載）した。

２　公告文　別紙のとおり

　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宗教法人「　　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表役員　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　上記の事実を確認したことを証明します。
　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名　　　　　　　　　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　

（※）
・公告の期間は、公告を掲載した日を含まず、その翌日から起算し、公告を取り外した日
を含まない。
例　4月1日から4月12日まで10日間掲示し・・・
[bookmark: _GoBack]・確認者は、信者その他利害関係人とし、2～3人が署名又は記名押印（署名の場合は押印不要）すること。
・本文については、適宜変更すること。
・公告証明書は合併する法人ごとに作成。

（被吸収法人）債権者に対する合併公告文

合併公告（写）

当法人は、○○県○○市○○町○○番地宗教法人「○○○」と合併し、解散することになりました。
これについて、異議がある債権者は、　　年　　月　　日までに、その旨申し述べてください。
宗教法人法第34条第３項の規定によって公告します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宗教法人「　　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表役員　　　　　　　　　　　　　 

債権者各位





本書は、原本と相違ないことを証明します。

　　　年　　月　　日

　　　　宗教法人「　　　　　　　　　　」

　　　　代表役員　　　　　　　　　　　






（※）代表役員名欄への押印は任意とする。


債権者に関する証明書

証明書

宗教法人法第34条第３項の規定による公告（及び催告）をしたところ、異議を申し述べた者がなかったことを証明します。
なお、知れている債権者はありません。

　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宗教法人「　　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表役員　　　　　　　　　　　　　






（※）代表役員名欄は記名で可（押印不要）。



合併契約書（例）

合併契約書（写）

宗教法人○○○（以下、「甲」という。）と宗教法人△△△（以下、「乙」という。）は、下記のとおり、合併の契約を締結する。

記

１　甲は乙を吸収合併し、乙は解散する。
２　包括宗教団体は、現在のとおり、宗教法人□□□とする。
３　乙の奉祀する本尊（主神）は甲において奉祀する。
４　乙に所属する教師（信者、職員）は、甲の教師（信者、職員）として移籍する。
５　乙の有する一切の権利義務は、甲が承継する。
６　合併についての法定手続は、甲、乙両法人において来る　　年　　月　　日までに完了することとし、合併認証の申請は、　　年　　月　　日までに書類を作成の上、双方連署をもって××県知事に提出する。
７　本合併契約の効力発生及びこの契約の履行期は、法定手続を完了し、合併の登記をした日とする。
８　本契約に定めるもののほか、合併につき必要な事項は、甲乙の代表役員協議の上、これを定めるものとする。

上記契約を証するため、本証２通を作成し、甲、乙双方の代表役員が記名押印し、各々その１通を保管する。

年　　月　　日

甲　宗教法人○○○
代表役員　○○　○○　　
乙　宗教法人△△△
代表役員　△△　△△　　

本書は、原本と相違ないことを証明します。

　　　年　　月　　日
　　　　宗教法人「　　　　　　　　　　」
　　　　代表役員　　　　　　　　　　　

（※）代表役員名欄への押印は任意とする。

事業開始に伴う規則変更の参考例

第○条中「業務」の次に「及び事業」を加える。
第○章の次に次の１章を加える。

第○章　事業
（公益事業）
第○○条　この法人は、その目的達成のため、次の事業を行う。
　（１）事 業 名
　（２）事業種名
　（３）所 在 地　○○市○○町○○番地（複数の地番がある場合はすべて記載する。）
２　前項に掲げる事業は、代表役員が管理し、責任役員会の議決を得て、別に定める「○
　○○管理規程」によって運営する。
３　第1項の事業から収益を生じたときは、次に掲げる法人、団体又は事業のために使用
　しなければならない。
　（１）この法人
　（２）この法人を包括する法人
　（３）この法人が援助する公益事業
４　第1項の事業に関する会計は、一般会計から区分し、特別会計として経理しなければ
　ならない。

附則
　この規則の変更は、岐阜県知事の認証書の交付を受けた日（　　年　　月　　日）から施行する。







事業説明書

１　事業名称

２　事業所所在地

３　事業施設の図面
　　（別紙７に準じて作成するとともに礼拝施設との関係を明示すること。）

４　事業開始年月日

５　職員構成

６　経理関係説明書類（予算・決算書等を添付すること。）

７　収益のある時は、その処分に関する書類

８　今後の計画

９　細則等　別添のとおり


注　９は、規則中に細則等を作成する旨の規定がある場合に限り提出




事業に関する書類

年　　月　　日

１　名称

２　事業所の所在地

３　事業の内容

４　法令による許認可等
　　　許認可等行政庁名
　　　許認可等年月日

５　責任者氏名

６　従業員数

７　前年度の収支決算額
　　　収入金額（益金）
　　　支出額（損金）
　　　剰余金（純利益）

８　収益の使途





（注）
本書は事業開始後法人の事務所に備付け、毎年写しを提出するもの
　ア　この書類は、事業ごとに作成する。
　イ　この書類は、原則として記載内容に変更があった都度新しく作成する。
　ウ　４は開設等につき法令により許認可等を要することとされている事業についてのみ記入する。
　エ　５は、事業部門に責任者を定めている場合のみ記入する。
　オ　６は、他と兼務で事業に従事する人数を含む。
カ　８は、「翌年度へ繰越」、「一般会計へ繰入」等を記載する。

